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介護予防事業における介護給付費のシミュレーション① 資料２－１

・被保険者数7,000人 要支援・介護認定者数1,367人
未認定者数5,633人

（※第９期計画第１回策定委員会 資料５ を引用）
３年間の要介護認定発生者数は、5,633人×0.8人＝45人減
例)１年あたり15人が要支援１相当分（月50,000円）の
サービスを利用したとして１年間削減できる給付費は

15人×50,000円×12か月＝9,000,000円

・地域づくりとして期待されている「社会参加」は
その後の介護給付費にも影響を与える。



介護予防事業における介護給付費のシミュレーション② 資料２－２

今後６年間の介護給付費削減について
シミュレーションの条件に当てはめると
社会参加割合が5％（280人)増加すると
１，８００万円～３，２００万円の削減。
(１年あたり３００万円～５３０万円）

未認定者数5,633人
５％増加
（280人）

10％増加
（560人）

20％増加
（1,120人）

趣味の会 3,108万円 6,216万円 12,432万円

スポーツの会 3,192万円 6,384万円 12,768万円

ボランティアの会 2,268万円 4,536万円 9,072万円

就労 1,792万円 3,584万円 7,168万円



介護予防事業における介護給付費のシミュレーション③ 資料２－３

今後６年間の介護給付費の減少分の評価方法
「質問に付いている点数」×「減った人数」×「3.16万円」

今後６年間の介護給付費削減について
評価方法に当てはめると
未認定者数5,633人の5％（280人）が
３点の質問で「はい」から「いいえ」に変化した場合
３点×280人×3.16万円＝２，６５４万円の削減。

（１年あたり４４２万円）
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